
2021年4月1日

厚生労働省 年金局

年金広報と年金教育の取組について

第10回社会保障審議会年金部会、
第30回社会保障審議会企業年金・個人年金部会
合同開催 2023年12月11日

資料３



目次

１ 年金広報のあり方

２ 生涯を通じた年金教育の取り組み

３ 社会保険適用拡大広報

４ 公的年金の見える化

５ 私的年金の広報・見える化

６ 諸外国における年金広報

７ 我が国の年金広報に対する国際評価

８ 年金部会及び企業年金個人年金部会における「議論の状況」

2



１ 年金広報のあり方

3



年金広報に関する年金部会における「議論の整理」（令和元年12月）
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• 働き方の多様化、高齢期の長期化が進む中、老後の所得保障や退職後の生活設計の情報に対するニーズは高まっている。年金制度について
は、広報媒体の多様化や世代の特性も踏まえつつ、様々な媒体を適切に用いた周知を行いながら、正しい情報を正確に伝え、関係者の理解を
得ていくことが重要である。

• 年金に関して様々なウェブサイトがあることで、かえって知りたい情報にアクセスすることが難しいとの指摘もあったことから、2019（平成
31）年４月、厚生労働省ホームページ上に、ライフイベントごとに必要な年金情報が整理されたサイトである「年金ポータル」が開設されたとこ
ろであり、引き続き広報の充実・強化に取り組むとともに、戦略的な広報展開を検討すべきである。

年金広報のあり方

• 個別の制度の仕組みや個々人の状況の情報提供にとどまらず、誰もが人生を歩んでいく上で避けることのできないリスク（年金制度の場合は
稼得能力の喪失）に対して、社会全体で連帯して備える社会保障制度という大きな枠組みの中で、貯蓄ではなく保険の考え方を基本に構築さ
れている年金制度の意義や位置付けを理解してもらうことも重要であり、子どもの頃から生涯を通じた年金教育の取組を進める必要がある。

生涯を通じた年金教育

• 短時間労働者に対する適用拡大を進めるに当たっては、被用者保険加入によるメリットへの理解を十分に広めながら取り組むことが望まれる。
• 企業が従業員への説明に使えるよう、または労働者本人が自ら被用者保険加入のメリットを実感することができるとともに、自らの適用状況
が適切であるかを確認できるよう、非専門家でも理解しやすい説明ツールを整備することも必要である。

被用者保険の適用拡大

年金の見える化

• 高齢期の生活は多様であり、それぞれの方が望ましいと考える生活水準や、働き方の希望、収入・資産の状況なども様々である。公的年金制
度に関する関心内容として「自分が受け取れる年金はどのくらいか」が最も高くなっており、制度自体の広報・周知に加えて、個々人の老後の
公的年金の支給額等がいくらとなるか若い頃から見通せるようにすることが、老後生活や年金に対する不安を軽減するためにも重要である。
次期制度改正で、高齢者が自身の就業状況等に合わせて年金の受給開始時期の選択肢を60～75歳までに拡大することも踏まえれば、その
必要性は一層高まる。こうした観点から、これまでも「ねんきんネット」による年金見込額試算の充実などが取り組まれているが、さらに、公的
年金、私的年金を通じて、個々人の現在の状況と将来の見通しを全体として「見える化」し、老後の生活設計をより具体的にイメージできるよ
うにするための仕組みを検討すべきである。



年金広報に関する企業年金個人年金部会の「議論の整理」 （令和元年12月）
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• 制度の見直しのほか、制度の普及に向けた広報・教育の充実も重要である。今回の制度の見直しに当たっても、分かりやすい広報・周知に努
めるべきである。なお、制度の実施時期については、周知期間やシステム改修等に必要となる期間を十分に考慮し、施行に向けて万全を期す
べきである。

私的年金広報のあり方

年金の見える化

• このほか、個々人の実態に応じて将来設計を考える上では、公的年金、退職金や企業年金、iDeCoやNISAなどの資産形成手段などについ
て、個々人の現在の状況と将来の見通しを全体として「見える化」していくことも重要である。自分自身の状況が全体として「見える化」され
ることで、自らの望む生活水準に必要となる資産や収入が足りないと思われるのであれば、個々人の状況に応じて、就労、支出の見直し、資
産形成・運用などに取り組むことが可能となる。



年金広報のあり方に関する取り組み

厚生労働省年金局長が招集した有識者等から構成する「年金広報検討会」では以下の論点について、検討を行い年金広報を実施。

（１）年金広報・教育に関する各種事業

（２）平均寿命の伸長化や働き方の多様化等を踏まえた今後の年金広報のあり方

主な検討課題

○「人生100年時代」において、人々は教育・仕事・引退等、マルチステージの人生を送るようになる。また、老後期間の長期化等に備え、引
退後の所得について公的年金と企業年金、個人年金等を適切に組み合わせていく必要がある。さらに、公的年金に対する国民の信頼感
の向上を図るとともに、情報の受け手である国民の目線に立った分かりやすい年金広報の実施が求められている。

○個別の年金広報事業のほか、現状や課題を踏まえた今後の年金広報のあり方の検討に関して技術的な助言を得るため、公的私的年金の
専門家、DX、マーケティング、PR、デザイン、リスクコミュニケーションの有識者等からなる本検討会を開催する。

構成員 これまでの議論（全 1 8回）

○ 上田憲一郎 帝京大学経済学部経営学科 教授

太 田 英 利 株式会社データ・ワン 代表取締役社長

佐久間智之 株式会社PRDESIGN JAPAN 代表取締役社長

殿 村 美 樹 株式会社ＴＭオフィス 代表取締役

富 永 朋 信 株式会社 Preferred Networks 執行役員

原 佳 奈 子 株式会社ＴＩＭコンサルティング 取締役

森 下 郁 恵 株式会社宣伝会議 『ブレーン』編集長

山 口 真 一
国際大学グローバル・コミュニケーション・センター

准教授

横 尾 良 笑 実利用者研究機構 理事長

１．年金広報計画

（年金局、日本年金機構、国基連、企年連、GPIF）

２．年金広報コンテスト、学生との対話集会

３．年金ポータル

４．年金の「見える化」Web

５．年金生活者支援給付金

６．被用者保険適用拡大

７．一緒に検証！財政検証

８．年金マンガ、年金クイズ動画
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年金広報検討会の設置



年金広報の方向性

年金広報をめぐる環境変化を踏まえつつ、一人ひとりの選択を支援し、適切な行動を促す役割を

果たすためには、今後、年金広報の改善に取り組んでいく必要

令和４年３月11日開催
第15回年金広報検討会

資料１－１

・ 適切な選択に資するような、わかりやすい広報を追求

・ 新しい手法の活用等により、一人ひとりの多様な状況（世代や職業など）にきめ細かく対応した情報提供

等を実施し、さらに行動を支援

・ 公的年金・私的年金やその他の資産形成手段について、幅広く情報を提供し、自分に相応しいものを選択

できるようにする

・ 行政内部だけでなく金融機関なども含めて、連携体制の構築を図る

• 広報が適切な選択・行動につながったかを把握し、ＰＤＣＡによって絶え間なく手法等を改善

１．技術革新への対応、きめ細かさ・わかりやすさの改善等

２．公的年金と私的年金を合わせた総合性の強化

４．効果把握・ＰＤＣＡサイクルの強化

・ 一人ひとりのニーズを正確に把握した適切な行動につなげる
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３．エビデンスに基づいた広報のあり方



令和元年の「社会保障審議会年金部会における議論の整理」を踏まえた
年金広報に関する令和５年度の取り組み

生涯を通じた年金教育 被用者保険の適用拡大

新たな学習教材の開発２

１ 若年世代向け参加型広報

■「学生との年金対話集会」

＜第５回年金動画・ポスターコンテスト大臣賞受賞作品＞

令和４年１０月施行の社会保険の適用拡大について特設サイト、ガイ
ドブック、チラシ、動画などの広報コンテンツを開発し、インターネッ
トによる情報発信や「専門家活用支援事業」などを実施しています。

①令和２年改正年金法を分かりやすく周知すること、②働き方・暮らし方
の変化に伴う年金額の変化を「見える化」することを目的として、令和４年
４月からねんきん定期便に付される二次元コードも活用できる「公的年金シ
ミュレーター」を公開しました。５年８月時点で約370万件試算されています。

＜ガイドブック＞＜特設サイト＞

＜財政検証ＨＰ＞

グラフィック・ポスター部門
(小・中学生の部／一般の部）

ショート動画部門 表彰式

学生と厚生労働省（年金局）職員が年金を
テーマに語り合うことを通じて、みなさまの
ご意見を年金広報活動の改善につなげています。

次代を担う若い世代と一緒に年金について考えることを目的に
「年金動画・ポスターコンテスト」を開催しています。※令和５年度より名称変更

＜学習教材＞

■「年金動画・ポスターコンテスト」

小学生向け 中高生向け 大学生以上向け

＜学習マンガ＞ ＜クイズ動画＞

92万
View!

59万
View!

51万
View!

■「こども霞ヶ関見学デー」

毎年夏休みに、こども達に向けて、年
金について楽しく学んでいただくプログ
ラムを開催しています。

令和５年度は、伊
沢拓司さんを講師
に迎え、対面・オ
ンライン会わせ約
140名のお子様、保
護者に参加いただ
きました。

年金の見える化
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２ 生涯を通じた年金教育の取り組み
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生涯を通じた年金教育の取り組み① こども霞ヶ関見学デー
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■ 概要

日時：8月2日（水）10:30～12:00

ゲスト：伊沢拓司氏（QuizKnock）

対象：3歳以上の未就学児、小学生、中学生、および保護者

参加数:対面・保護者を含めて約100名、オンライン・約40名

令和４年度の取り組み

「こども霞が関見学デー」は、霞が関に所在する文部科学省をはじめ、各府省庁等が連携し、所管の業務説明や関連業務の展示等を

行うことにより、夏休み期間中に子供たちに広く社会を知ってもらうこと、政府の施策に対する理解を深めてもらうこと、活動参加

を通じて親子の触れ合いを深めてもらうことを目的とした取組であり、多くの子供たちと年金について楽しく学ぶイベントを開催。

（コロナ禍では中止）

令和５年度の取り組み

■ 概要

日時：8月4日（水）14:00～15:00

ゲスト：小島よしお氏
日立のコミュニケーションロボット・EMIEW(エミュー)

対象：3歳以上の未就学児、小学生、中学生、および保護者

参加数: オンライン・約８４件



生涯を通じた年金教育の取り組み②
「学研まんがひみつ文庫 特別編 年金のひみつ」
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若い世代に年金制度について考える機会を提供するため、学生との年金対話集会やこども霞が関見学デー、年金広報コンテスト等

の年金教育・広報活動を実施している。また、地域展開事業の中で、個々の年金事務所の創意工夫により幼稚園児や小学生等を対象

とした年金を題材とした塗り絵コンテスト等を実施しており、子ども達が、公的年金制度を楽しく学ぶための年金教育教材を制作し、

電子書籍として掲載するとともに、全国の小中学校及び公立図書館に配本している。

配信日：２０２２年７月
閲覧数：12.5万回（２０２３年７月末時点）
配本数：小学校 19,569校

中学校 10,312校
特別支援学級 1,166校
公立図書館 3,297カ所

【ストーリー】
みんなは「年金」って、どんなものか知って
いる？小学5年生のショウタたちは、職場見
学をきっかけに「年金」のことを、知ること
になったよ。さまざまな人との出会いで、
ショウタたちは「年金」が社会を支える大事
な仕組みだと気づいたんだ。みんなも、ショ
ウタたちといっしょに「年金」にふれてみよ
う！

概要



生涯を通じた年金教育の取り組み③ 学生年金対話集会（開催概要）
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■ 趣旨

学生と厚生労働省（年金局）職員が年金をテーマに語り合うことを通じて、学生が年金について考えるきっかけにす

とともに、学生からの意見や指摘を今後の年金行政に活かす。

■ 概要

・ 全国各地の大学などで開催（対面／オンライン開催）

・ 年金制度の説明を行った後、座談会形式で年金をテーマに学生と職員が意見交換

第1部（40分）： 年金局職員から年金制度に関する説明
第2部（50分）： 数人のグループに分かれ、大学生と年金局職員が座談会方式で意見交換

第１部 導入講義 第２部 対話集会

■ 講義コンセプト： 「わたしの年金、みんなの年金」
【社会保障制度の枠組みにおける公的年金の意義】
・年金教育では、誰もが人生を歩んでいく上で避けることのできないリ
スクに対して、社会全体で連帯して備える保険の考え方を基本に構築
されている年金制度の意義や位置付けを理解できる講義を提供。

【個々人にフォーカスした公的年金制度の意義】
・ 働き方の多様化、高齢期の長期化が進む中、老後の所得保障や退職
後の生活設計の情報に対する個々人の備えに関する講義も提供

■ 対話コンセプト：
将来の年金制度を担う若手職員と学生の対話による相互理解の促進

・学生の皆様からの年金制度に対する素朴な疑問や将来に対する不安に
ついて、年金局において年金制度を実際に企画立案、事業運営を担う若
手職員の視点からお答えし、若い世代間での相互理解を促進する

【学生の皆様からのよくある質問の例】
・年金の積立金は枯渇しないの？枯渇したらどうなるの？
・賦課方式を採用した理由、積み立て方式との違いは何か？
・ｉＤｅＣｏを利用する際のメリット、注意点はどのようなものか？

＜学生対話集会 導入講義＞ ＜学生対話集会＞



生涯を通じた年金教育の取り組み④ 学生年金対話集会（資料）
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学生年金対話集会では、学生の年金制度に対する理解が進むよう、年金制度やデータを視覚的に理解できるようインフォグラフィク

スによる専用の資料を用いて、講演を行っている。

・講義のプレゼンテーション資料も可愛くてわかりやす
かったし、対話集会での職員の方も笑顔で優しく話して
くださったので驚きました。

・年金について全くと言っていいほど理解していなかっ
たのですが、資料や話が分かりやすく、楽しく講義を受
けることができました。省と聞くと堅いイメージがあっ
たのですが、少し身近に感じることができました。

・大変見やすい資料と質疑応答の機会を設けてくださっ
てありがたかった。年金などの硬そうな内容とデザイン
を組み合わせることでより触れてもらいやすくする工夫
がされているということが、国民として嬉しかった。

・スライドの資料が非常にわかりやすく、またよく質問さ
れる事項（年金は本当に必要なのか、等）については私
も疑問に思っていたところであったのですが、厚生労働
省の方々のお話に説得力があり、非常に納得できました。

・スライドの資料を示しながら説明してくださったおかげ
で、話が頭に入りやすかったです。最後に質疑応答を行
う時間も設けていただき、とても助かりました。

・配布された資料がすごくわかりやすく、年金がどのよ
うに決められているか理解することができたし、今後年
金がもらえない可能性があるのではないかという不安
を軽減させてくれた。

アンケート結果抜粋インフォグラフィクスを活用した学生対話集会用資料



理解度5

40%

理解度4

48%

理解度3

11%

理解度2

1%

満足度5

60%

満足度4

33%

満足度3

6%

満足度2

1%

生涯を通じた年金教育の取り組み⑤ 令和４年度の実績について

【理解度】【満足度】

■ 学生対話集会の出席者の満足度及び理解度
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（不満）←1-2-3-4-5→（満足） （不十分）←1-2-3-4-5→（十分）

理解度5 162

理解度4 191

理解度3 45

理解度2 3

理解度1

満足度5 240

満足度4 131

満足度3 25

満足度2 4

満足度1 O O



生涯を通じた年金教育の取り組み⑥ 令和４年度の実績について

【わかったこと】

• ｢年金｣とは、高齢者の生活支援のための制度だというイメー
ジが強く、20歳から年金を払うのは高齢者のためであり、自
身の利益に繋がるのか疑念を抱いていたが、対話集会を経て、
年金には障害年金や遺族年金など、我々大学生がすぐに利用
できる制度が充実していることを知り、年金へのイメージが
前向きなものとなった。

• 自分の世代は負担が重くなる一方でほとんどもらえないので
はないかと漠然と思っていたが､マクロ経済スライドや積立
金によって負担が無尽蔵に増えることがないことを新たに知
りました｡

• 年金制度の維持について、現状における人口の要素のみが関
わるのではなく、経済や労働市場といった要素も絡むことか
ら、社会の動き自体が年金制度と密接に関わることが分かり
ました。

• 年金支払いには前世代の積立金も利用されるということ。年
金制度の改正について議論する際には年金部会という年金局
以外の人も在籍する組織があるということ。

• 正直自分が年金をもらう頃には、もうもらえなくなっている
のではないかと思っていたので、100年先までの財政見通し
が作成されていることや、支払われる年金額が増えすぎない
ようにする仕組みについては初めて知りました。

• 年金制度が歴史的にかなり考えられて作られていることが分
かった。時代と共に年金制度は変遷しており、現在はいくつ
かの過渡期の中の一つに過ぎないということだと理解した。

【もっと知りたかったこと】

• 人口減少による保険料の減少分は、積立金から得られる財源
で賄う見込みとありました。この積立金は、少子高齢化の進
展に伴い減少することはないのか知りたかったです。

• iDeCoや積み立てNISAのメリットとデメリット、どのよう
なライフスタイルの人にそれぞれが向いているのかが知りた
いです。

• 年金額を賃金・物価額からマクロ経済スライド調整率を差し
引いた改定率によって決めているという話があったが、その
細かい計算方法が難しかったので、より詳しく知りたいと
思った。

• 年金における国際情勢に詳しい方だったようなので、日本と
世界の年金制度の違いについてさらに詳しいお話を聞いてみ
たかったです。大学生や若いうちから老後のために意識して
おくと良いことを詳しく知りたいと思いました。

• 少子化によって将来支払う現役世代が減少しても年金がもら
えるために今回の講義で説明されたこと以外でどのようなこ
とをしているのか知りたかったです。また、私的年金につい
てももっと深く知りたかったです。そして厚生労働省での仕
事の内容や仕事をしていてやりがいを感じるところや大変な
ところなどについてを知りたかったです。加えて、厚生労働
省で働こうと思ったきっかけや厚生労働省で働くにはどんな
勉強をすればなれるのか知りたかったです。

• 公的年金シミュレーターを実際に一緒に操作してみたかった
です。

■ 学生年金対話集会の出席者からの主な意見
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生涯を通じた年金教育の取り組み⑦ 学生との年金対話集会（開催実績）

16

■ 開催実績 （令和元年度：大学６校、令和２年度：大学９校、令和３年度：大学24校、中学・高校４校、令和４年度：大学23校、中学・高校2校）

令和元年度

令和２年度

令和３年度 令和４年度 令和５年度 （ ～ 1 1 月 末 時 点 ）

愛知県立大学
北海道大学公共政策大学院
東北公益文科大学
県立広島大学
帝京大学
大妻女子大学短期大学部

東北大学
帝京大学
熊本大学
福岡大学
愛知県立大学
高崎経済大学
東北公益文科大学
成城大学
横浜国立大学

名古屋大学
一橋大学
お茶の水女子大学
上智大学
北海道大学
東海大学
熊本大学
帝京高等学校
帝京大学
市川市立第二中学校
愛知県立大学
愛知学院大学
立教大学
市川市立塩浜学園後期課程（中学校）

成城大学
盛岡大学
角川ドワンゴ学園
（N高等学校、S高等学校、N中等部）
東北大学
広島県立大学
京都産業大学
早稲田大学
大妻女子大学短期大学部
亜細亜大学
福岡大学
東北公益文科大学
東京大学
埼玉大学
立教大学

関西大学
盛岡大学
東京都立東久留米総合高等学校
一橋大学
お茶の水女子大学
東海大学
北海道大学
北海道大学公共政策大学院
名古屋大学
熊本大学
日本女子大学
帝京大学
角川ドワンゴ学園
（N高等学校、S高等学校、N中等部）
上智大学
東京経済大学
東北大学
亜細亜大学
成城大学
東北公益文科大学
大妻女子大学短期大学部
東北学院大学
東京大学
横浜国立大学
福岡大学
北海道大学公共政策大学院

北海道大学
武蔵大学
立教大学
関西学院大学
一橋大学
東海大学
盛岡大学
名古屋大学
お茶の水女子大学
熊本大学
九州大学
相模女子大学
日本女子大学
北海道大学公共政策大学院
北海道教育大学
お茶の水女子大学
帝京大学
名古屋市立大学
南山大学
東北学院大学
早稲田大学
東北大学
亜細亜大学
北星学園大学
北海道大学
大妻女子大学短期大学部

※開催日程順。年度内で重複のある大学は複数回開催。



生涯を通じた年金教育の取り組み⑧
キャリア選択と公的年金・私的年金に関する年金教育のパイロット授業

17

■ 実施概要

①日本女子大学での開催事例
日時：６月27日13:20-15:00
外部講師：岩城みずほ氏

②帝京大学での開催事例
日時：7月21日14:45-16:15
外部講師：横川楓氏

「人生100年時代。自分のライフ
プランに合わせた資産形成を」と
題し、平均寿命が男性よりも長い
女性がライフ・キャリア・マネー
プランをどのように考えれば良い
かや、資産形成のポイントなどを
講義した。

「社会人になる前に知っておき
たいお金の話」をテーマに、就
職の際に知っておきたい給与の
仕組みや、キャリア選択の際に
注意しておきたいポイントなど、
大学生のうちからできるお金と
の向き合い方について、わかり
やすく講義した。

■ 学生アンケート（抜粋）

・普通なら就職後にされるお話を、大学生の今のうちから聞けたことはとても貴重だったなと思います。

・老後のお金はあまり自由度がないと感じていたが、自分で選べることがたくさんあることを知ることができた。

・いつライフイベントでの出資があるか分からない中このように投資をとうしてお金を貯められることは良い事だなと思いました。

・今回の対話集会を終えて、公的年金をもとに私的年金を考えていくという発想は私には思いつかなかったため新たな発見だった。

・対話集会を通して、退職金についてそんなに多くもらえると知らなかったため驚いた。

・自分の人生について考え、いつどのくらいのお金が必要か踏まえた上で生活を送っていきたいと思った。

令和５年度では、従来の年金教育を発展させ、多様な年金教育プログラムを構築することを目的として、キャリア選択と公的年金・私

的年金について、パイロット授業を実施した。



【参考】日本年金機構における取組

年金セミナーや年金制度説明会の品質の向上を図るため、プレゼン

テーションスキルを競い合うコンテストを実施〔令和5年2月〕

大学生・高校生等に年金制度の意義や仕組

みについて理解を深めていただくための

「年金セミナー」を、各学校のニーズやご

要望に応じてオンライン、対面、動画提供

により実施

実施回数：3,488回（令和４年度）

【年金セミナー用動画(DVD)】【オンラインによる年金セミナー】

対面やオンラインでの実施が困難な教育機関に対しては、「知っておきた

い年金のはなし」「国民年金ってホントに必要なの！講座」のほか、

「20歳になったら国民年金」、厚生労働省が作成した「年金クイズ」動画

を収録したＤＶＤを配布。また、これらの動画は、受講者の興味を惹くよ

う対面でのセミナーにおける冒頭のアイスブレイク等に活用。
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生涯を通じた年金教育の取り組み⑨ ソーシャルメディアの活用

19

2021年度より、著名なインフルエンサーとのコラボ動画を制作し、YouTuberを通じた広報を実施、全３部作で208万回視聴され

ている。第１作目では、年金制度の意義や年金財政に関する基礎的な考え方に関する内容を取り扱っている。

２０２ １年３月

YouTube動画 『年金について日本一わかりやすく説明しようと思ったらこうなった』

公開日：2021年3月24日

視聴回数：９３万回

高評価：2.6万回（高評価率 98.9%)

■視聴者からのコメント（抜粋）
・以前障害年金の仕事してた時、若い時に年金払ってなくて受給

できなかったって人何人もいて、年金制度を教えてくれる場面が
なさすぎることに憤りを感じてたんだけど、ずっと感じてたモヤ
モヤを大好きなクイズノックが少しでも取り扱ってくれて嬉し
かった… みんな、嫌だけど年金払おうね

・クイズノックにコメント読まれたいんじゃなくて！厚労省の方へ
届け！こーゆー案件、どんどんください！すっっっごく勉強にな
ります

・毎月引かれて悲しくなる年金保険をQuizKnockで楽しく学べるの
最高！ 厚労省さんまたお願いします！

・めちゃくちゃわかりやすい！ちょうど年金などについて調べてた
ところだったから、嬉しいし理解出来た！ こういう色んな世代
が世の中のことを学べる企画、沢山やって欲しいです！！(*^^*)

・22歳です。中学生くらいから見たかったな。
・若年層に人気あるＱＫがこういう動画をしっかりした提供で出し

てくれるの本当に大事！
・これをきっかけに若い子たちが興味を持てるといなと思う。
・これ、学校の授業で流して欲しい。



生涯を通じた年金教育の取り組み⑩ ソーシャルメディアの活用

20

本動画では、老齢年金に関する受給資格や老齢年金の計算方法を紹介するとともに、公的年金シミュレーターの利用方法を取り扱っ

ている。

２０２２年３月

公開日：2022年3月31日

視聴回数：60万回

高評価：１．３万回（高評価率 98.4%)

YouTube動画 『東大生が年金について考えてみた【QuizKnock塾】』

■ 視聴者からのコメント（抜粋）
・役所で年金を担当する地方公務員です。年金担当になってすぐに
この動画に出会いたかったくらい分かりやすくまとめられていて
感動してます😭！年金について詳しくない学生にこそこの動画に

出会ってほしい！！
・前日にこの動画を観ていたおかげで、4/1に封筒が届いてすぐ学
生納付特例制度を確認したり、同じく4月生まれの同級生に相談
されたときも慌てずに該当するホームページを教えられたりした
のでめちゃくちゃ感謝……！

・学校で教えてくれない常識の話を、QuizKnockが楽しい動画で分
かりやすく説明してくれるのがすごくありがたい

・学校とかで配られるパンフレットとかじゃ難しいしよくわからな
いけどQuizKnockの動画面白いし興味が持てる

・後でいいや〜と思ってた追納について調べてねんきんネットの登
録まで爆速で済ませたのでQuizKnockはすごい

・社会人なってもなかなか年金について分からないことが多い。大
切なのはわかってても、なかなか取っ付き難いから、こうやって
知れてよかった。シュミレーター便利…

・「学生納付特例」とか「個人年金」とか「いくら貰えるからいく
ら自分で貯めなきゃ」という視点を与えてくれる須貝さんはMVP
解答者。そして覆面算しなくて良いシュミレーターのありがたみ。

・次の年度の直前という最高に配慮されたタイミング 流石です。



生涯を通じた年金教育の取り組み⑪ ソーシャルメディアの活用

21

本動画では、障害年金、遺族年金にフォーカスし、受給要件を解説するとともに、年金制度が老後のためだけにある訳ではなく、現役

に世代における様々なリスクを公的年金制度ではカバーしていることを解説している。

２０２3年３月

YouTube動画 【助けてQuizKnock】悪魔スガイが乱入してきて年金講座が進まない

公開日：2023年3月31日

視聴回数：55万回

高評価：1.1万回 (高評価率 98.0%)

■ 視聴者からのコメント（抜粋）
・よく言う、自分たちが年寄りになったら年金もらえないかもしれないから納める

の損かもとかっていうあれは「そうじゃないよ！」ってしっかり分かる大事な情報
でしたね。20歳になったその時から、次の日に必要になるかもしれないという
ことをしっかり理解できる動画でとても良かった✨受け取るためにはきちんと
払いましょう☺️ですね！

・保険料の支払いをしていきましょう的な案件かと思いきや、障害年金を受け取れ
る可能性あるかもの話でちょっと感動です。受け取れるの知らなくて苦しい状況
にある人に届いてほしい。

・ 数ヵ月越しのコメントになりますが、重い発達障害と抑鬱で、まともに仕事が出来
ず困窮していた時にこの動画で「障害年金」の存在を知りました。国の制度の為、
手続きはそれなりに大変で、時間がかかりましたが、つい先日、申請を終えること
ができました。

・障害手帳6級です。 まず障害等級というものがあるのを初めて知りました。
障害年金は諦めていたのですが、障害厚生年金というものがあるのも初めて
知りました。 自分が無知だっただけですが、こうやってインフルエンサーの方が
発信してくれることで自分のような人にも情報が届くのは大変助かります。
・一昨年に障害者手帳を取得したものの、障害年金については詳しくなく、申請に
ついてはずっと二の足を踏んでいました。 けれど、今回の動画をきっかけに
近所の年金事務所に行き、障害年金の申請をすることにしました。きっかけを
くださったQuizKnockのみなさん、ありがとうございました！



生涯を通じた年金教育の取り組み⑫ 中高生向け教育教材の開発
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■ 内容

中・高等学校の授業で使用する教材・教員用台本等の製作、授業実施のための教材配信、教員への周知、授業後アンケー
トの実施等

■ 概要

内閣府が平成30年11月に実施した、「老後の生活設計と公的年金に関する世論調査」によれば、「公的年金制度の内容
について、多くの方に理解してもらうためには、どのようなことが必要か」という質問に対し、45.7％の方が「学校におけ
る年金に関する授業の充実」と回答があった旨報告がなされた。

また、高等学校学習指導要領家庭編第４節「生活消費」によれば、「雇用や経済の変化が激しい社会、高齢化、ライフスタイ
ルの多様化などにより、生涯を見通した長期的な経済計画の必要性が高まっていること、生涯を見通した経済計画を立て
るには、事故や病気、失業、定年後の年金生活などを想定し、それらのリスクへの対応策が必要であることについて扱う。
さらに、生涯賃金、収入の確保と支出、資金の運用と管理などの視点から長期的な金銭管理が必要であることを認識し、
適切な家計管理ができるよう指導する。その際，税金，社会保険を含む社会保障制度とも関連付けて扱う。」とされている
ところ、学校教育において、ライフプランと年金制度を的確に学ぶためのコンテンツの提供が求められている。
これらの状況を踏まえ、中高生をはじめとする学生がライフプランと年金制度を学ぶため、当省がこれまで制作した年金

クイズ動画を編集しWebページに埋め込んだ、年金教育特設サイトを制作し、学生用のワークシート、教師用の授業台本の
製作を行うものとする。

令和５年度中に、中・高等学校における家庭科、総合学習におけるライフプランと年金に関する新機軸の教育教材を制作中。



３ 社会保険適用拡大広報
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＜ガイドブック＞

＜特設サイト＞

厚生年金が増加する額の目安をケース別にイメージできるよう、特設サイト、ガイド
ブック、チラシ、動画などの広報コンテンツを作成した。

●ケースによる周知

●大まかな目安の周知

＜特設サイト・ガイドブック抜粋＞

適用拡大に関する年金広報の取組み（社会保険適用拡大特設サイトによる周知）
第４回社会保障審議会年金部会

（2023年５月30日開催）資料３抜粋
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日本年金機構における被用者保険適用拡大に向けた周知の取組み

（１）対象事業所の訪問による制度周知

令和6年10月の短時間労働者の適用拡大の対象となる可能性がある事業所（以下「対象事業所」という。）に対し

て、令和5年10月から訪問による制度周知を実施。従業員にも制度改正の内容を周知するよう事業主に依頼。

施行後は、適正な届出が行われているか確認するため、対象事業所に事業所調査を実施予定。

（２）対象事業所へガイドブック等の送付

対象事業所に対して、令和５年12月に「適用拡大ガイドブック」等を送付。

当該事業所のデータ抽出以降に対象となる可能性が生じた事業所に対して

も令和６年に送付予定。

（３）専門家活用支援事業の実施

事業主や事業者団体からの依頼により、事業主・従業員の方向けの説明会や、適用拡大に関する相談に社会保

険労務士等の専門家を派遣。

（４）ホームページや事業主あてお知らせでの周知

日本年金機構のホームページにおいて、適用拡大に関する情報をまとめたサイトを開設。

毎月の納入告知書に同封する事業主あてのお知らせにおいて、適用拡大に関する記事を複数回掲載。
25



社会保険適用拡大特設サイト 閲覧数の推移

26

社会保険適用拡大特設サイトへの合計アクセス件数は、202１年２月１９日のサービス開始以降、７００万回に到達。当該

ホームページの月間平均アクセス数は約２１万回であり、制度施行月は約１００万回のアクセスが行われている。



適用拡大に関する年金広報の更なる取組み
（社会保険適用拡大に関する広報の充実）

適用拡大に関する周知広報の進め方

全世代型社会保障構築会議 報告書（抜粋）令和４年１２月１６日

広範かつ継続的な広報・啓
発活動を展開

短時間労働者に対し、労働時
間の延長や基幹従業員として
従事させることにより、企業
活動を活性化させた企業など
から好事例を収集

広報実務の専門家、雇用
の現場に詳しい実務家な
どで構成した検討会を開
催し、
• 広報コンテンツの内容
• 活用法
の検討を実施

（２）取り組むべき課題

① 勤労者皆保険の実現に向けた取組

○ 勤労者がその働き方や勤め先の企業規模・業種にかかわらず、ふさわしい社会保障を享受できるようにする
とともに、雇用の在り方に対して中立的な社会保障制度としていく観点から、以下の課題への対応を着実に進
めるべきである。
◆ 短時間労働者への被用者保険の適用に関する企業規模要件の撤廃

◆ 個人事業所の非適用業種の解消 ◆ 週労働時間20時間未満の短時間労働者への適用拡大

◆ フリーランス・ギグワーカーについて ◆ デジタル技術の活用

◆ 女性の就労の制約と指摘される制度等について

◆ 被用者保険適用拡大の更なる推進に向けた環境整備・広報の充実

検討会の意見を元に

• 労働者が被用者保険に適用される
ことによるメリット

• 事業主が短時間労働者を適用する
ことに伴うメリット

を実感できる広報コンテンツを作成

好事例の収集 検討会の実施 広報コンテンツの作成 広報の実施

第４回社会保障審議会年金部会
（2023年５月30日開催）資料３抜粋
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「被用者保険の適用拡大に関する効果的な広報のためのアドバイザー会議」

設置趣旨

被用者保険の適用拡大（以下「適用拡大」という。）を推進するためには、新たに対象となる事業主や労働者に対して、被用者保険の適用に

関する正確な情報や、そのメリットについて、分かりやすく説明し、理解を得ながら進めることが極めて重要である。

そのため、全世代型社会保障構築会議報告書（令和４年12月）において、いわゆる「就業調整」の問題に対しては、被用者保険適用に伴う短

時間労働者の労働時間の延長、基幹従業員として従事することによる企業活動の活性化などの好事例を、業所管省庁の協力を得て積極的

に集約するとともに、これらの好事例や具体的なメリットを労働者や事業主が実感できるような広報コンテンツやその活用法について、広報

実務の専門家、雇用の現場に詳しい実務家などの参加も得た上で検討・作成し、業所管省庁の協力も得て広範かつ継続的な広報・啓発活動

を展開するべきであるとされている。

これを踏まえ、適用拡大の更なる推進に向けた環境整備・広報の充実のため、適用拡大に関する企業の好事例を活用した広報のあり方に

ついて専門的・技術的な観点から助言を得るべく、有識者等からなる本会議を開催。

構成員 主な検討課題

○ 上田憲一郎 帝京大学経済学部経営学科 教授

宇佐川 邦子 株式会社リクルートジョブズリサーチセンター 所長

岡村 正昭 実利用者研究機構 CEO 

佐藤 博樹 東京大学 名誉教授

佐藤 麻衣子 株式会社ウェルスプラン 代表取締役

島貫 智行 中央大学大学院戦略経営研究科教授

宮武 貴美 社会保険労務士法人名南経営 特定社会保険労務士

諸星 裕美 オフィスモロホシ社会保険労務士法人 代表社員

山口 真一 国際大学グローバル・コミュニケーション・センター 准教授

横川楓 一般社団法人日本金融教育推進協会代表理事

以下の論点について、上記目的に沿って専門的・技術的な観点か
ら検討し、助言を行う。

（１）適用拡大に関する企業の好事例を収集するためのアンケート
等の設計

（２）適用拡大に関する企業へのアンケート結果等の分析方法

（３）上記（２）を踏まえた効果的な広報コンテンツの製作方法等
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好事例を踏まえた新たな広報コンテンツの制作について

現在、社会保険適用拡大特設サイトが運営されているが、これまでの多数のアクセスの結果、検索サイト上位に位置

づけられており、アクセスの容易性を確保するため、新たに特設サイトを構築するのではなく、現行の社会保険適用

拡大特設サイトを拡張し、好事例を踏まえた新たな広報コンテンツの提供を行う。

特設サイト

＋
好事例特設ページ

ガイドブック・チラシ

動画

＜コンテンツの役割＞

社会保険適用拡大に関する制度変更の

内容・手続の基本的な等、全般的な内

容について幅広く紹介する。

社会保険適用

拡大好事例

特設ページ
説明ツール

（リーフレット・チラシ）

動画

経営シミュレーション

＜コンテンツの役割＞

社会保険適用拡大の取り組みを進める

企業において導入に向けた検討や説明

の難度が高いと考える分野について、

各企業の好事例を踏まえた実践的な説

明ツールを提供する。

広報コンテンツ・業務支援ツール
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４ 公的年金の見える化
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公的年金シミュレーターの概要

31

「公的年金シミュレーター」は、働き方・暮らし方の変化に応じて、将来受給可能な年金額を簡単に試算できるツールであり、2022

年4月から運用を開始した。2023年４月には年金受給開始時点での税や保険料の大まかなイメージを表示する機能を追加した。

■ 公的年金シミュレーターの特徴

【簡単でスムーズな操作性】
・ID・パスワードは不要で、すぐに試算を始めることができます。
「ねんきん定期便」の二次元コードを利用すれば、よりスムーズ
に入力が可能。検索サイトなどからのアクセスも可能。

【グラフを表示しながら試算できる】
・スライドバーを動かすと年金額の変化が一目で分かる。

【データ管理も安心・安全】
・個人情報は記録、保存されません。

■ 公的年金シミュレーターの使い方



公的年金シミュレーターによる将来の年金見込み受給額試算について

32

「公的年金シミュレーター」は、将来受け取る年金見込み受給額を固定して表示するだけではなく、個々人の働き方暮らし方

の変化による多様なライフコースに応じた様々なパターンの年金見込み受給額を簡単な入力で試算・表示することが可能。

年金見込み受給額試算の結果

についてはグラフ及び数字で

表現され、グラフ直下にあるス

ライドバーを動かすと年金額

がリアルタイムに変化し、一目

でわかる。

将来受け取る年金見込み受給

額を決定する３つの重要な要

素である「今後の年収」、「就労

完了年齢」、「受給開始年齢」を

変更することにより、将来受け

取る年金額の増減を簡単に試

算することが可能。

個々人の働き方・暮らし方によ

る多様なライフコースに対応す

るため、働き方・暮らし方、働く

期間、年収を直接入力し変更す

ることにより、年金見込み受給

額を試算することが可能。

（注）公的年金シミュレーターは、年金額を簡易に試算することを目的としており、実際の年金額とは必ずしも一致しません。
より正確な年金見込み額の確認をする場合には、日本年金機構の「ねんきんネット」の活用をご検討ください。



公的年金シミュレーターの利用状況

公的年金シミュレーターへの合計アクセス件数は、2022年4月25日の運用開始以降、順調に伸びており、

480万回に到達。今後も、アクセス件数の伸びが想定される。
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公的年金シミュレーターの民間企業における活用

34

公的年金シミュレーターは民間サービスとの連携を進展させることにより、民間事業者が運営するアプリ等で、簡便に自

身の保有する金融資産や将来の年金受給見込み額を参照できるようになり、また、保有資産の分析・運用アドバイスなど

も、スマホ上で提供され、国民は簡便に資産の管理・運用ができるようになる。このため、厚生労働省では2023年7月

から公的年金シミュレーターと民間サービスとの連携に向けて公的年金シミュレーターのプログラムを公開した。

■ 利用条件等

・「『公的年金シミュレーター』のソフトウェアのプログラム利用規約」への同意が必要。
・プログラム等利用者は、プログラム等の利用に係る企画書の案（任意様式）を提出。
・厚生労働省との事前打合せを経たのち、別添「利用申請書」によりプログラム等の利用申請を行う。
・利用申請を受けた厚生労働省は、民間事業者にプログラムを公開。

■ プログラムの公開状況

・ プログラムの公開件数 ３件（2023年1２月８日時点）



（参考）公的年金シミュレーターの今後の方向性① 資産所得倍増プラン

35

（７）金融経済教育の充実

広く国民に金融経済教育を届けていく。このため、運営体制の整備や設立・運営経費の確保に当たっては、政府・
日本銀行に加え、全国銀行協会・日本証券業協会等の民間金融団体や経済関係諸団体等からの協力を得て、
金融経済教育推進機構を設立するとともに、官民連携して、地方を含めた金融経済教育の推進体制を整備する。
企業による社員への継続教育の充実や地方自治体による金融経済教育の実施と併せて、広く国民に訴求する広報
戦略を展開するとともに、学校・企業向けの出張授業やシンポジウムの開催等、官民一体となった効率的・効果的
な金融経済教育を全国的に実施する。
また、将来の年金受給見込額を簡便に試算できる「公的年金シミュレーター」について、民間サービスとの連携を
進展させるため、プログラムを公開する。

● 新しい資本主義のグランドデザイン及び実行計画 2023改訂版 （令和５年６月16日）

＜公的年金シミュレーターと民間サービスとの連携等＞

本年４月に、将来の年金受給見込み額を簡便に試算できる「公的年金シミュレーター」の試験運用を開始した。
今後は、民間サービスとの連携を進展させることにより、民間事業者が運営するアプリ等で、簡便に自身の保有する
金融資産や将来の年金受給見込み額を参照できるようになり、また、保有資産の分析・運用アドバイスなども、
スマホ上で提供され、国民は簡便に資産の管理・運用ができるようになる。
このため、今年度において、公的年金シミュレーターと民間サービスとの連携に関する運用実験を実施する。

● 資産所得倍増プラン （令和４年１１月２８日（月）第１３回新しい資本主義実現会議）



【参考】民間保険との連携の推進

36

(3)法第294条の2関係（意向の把握・確認義務）

保険会社又は保険募集人は、法第294条の2の規定に基づき、顧客の意向を把握し、これに沿った保険
契約の締結等の提案、当該保険契約の内容の説明及び保険契約の締結等に際して、顧客の意向と当該保
険契約の内容が合致していることを顧客が確認する機会の提供を行っているか。

① 意向把握・確認の方法

意向把握・確認の方法については、顧客が、自らのライフプランや公的保険制度等を踏まえ、自らの抱える
リスクやそれに応じた保障の必要性を適切に理解しつつ、その意向に保険契約の内容が対応しているか
どうかを判断したうえで保険契約を締結するよう図っているか。そのために、公的年金の受取試算額など
の公的保険制度についての情報提供を適切に行うなど、取り扱う商品や募集形態を踏まえ、保険会社又
は保険募集人の創意工夫による方法で行っているか。

II ．保険監督上の評価項目

保険会社向けの総合的な監督指針 （令和５年６月） 抜粋

II －４ 業務の適切性



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

37
【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

■ 生命保険会社・代理店の募集人向け解説資料



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

38【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/

■ 生命保険会社・代理店の募集人向け解説資料



（参考）一般社団法人生命保険協会の取り組み

39

■ お客様向けご案内チラシ

【出典】一般社団法人生命保険協会「公的年金制度（老齢年金制度）について」 https://www.seiho.or.jp/data/billboard/pension/



ねんきんネットの概要

概要
インターネットにより、いつでも自分の年金加入記録を確認したり、年金見込額を試算できる「ね

んきんネット」サービスを平成23年2月から開始。

主な機能

・年金記録確認機能

⇒これまでの年金加入履歴を表示

・年金見込額試算機能

⇒自分の年金加入履歴から、様々な条件に応じた試算が可能

・通知書確認機能

⇒電子版「ねんきん定期便」や年金支払に関する通知書などがPDFファイルで確認可能

（ねんきんネットとマイナポータルの連携により可能なこと）

・国民年金保険料の免除・納付猶予（R4.10～）・学生納付特例（R5.4～）の簡易な電子申請

・扶養親族等申告書の簡易な電子申請（R5.9～）

（※）氏名や生年月日等の情報があらかじめ入力された状態で簡単に電子申請が可能。

・社会保険料控除証明書（R4.10～）、源泉徴収票（R5.1～）の電子データでの受け取り

利用方法

①「ユーザID」と「パスワード」でログイン

⇒ねんきんネットホームページから必要事項を入力してユーザIDを申し込み。

日本年金機構において本人確認を行い、ユーザIDをハガキで送付

※アクセスキーを使用して申し込みをした場合は、ねんきんネットホームページ画面

にユーザIDを即時で表示

②マイナポータル連携

⇒ユーザIDがなくともマイナポータルから、マイナンバーカードの本人認証により、

ねんきんネットを利用可能 40



ねんきんネットのイメージ画面

年金記録の確認機能 年金見込額試算機能
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ねんきんネットの利用者数

「ねんきんネット」利用者数及びマイナポータルとの認証連携者数の推移

平成30年度末 令和元年度末 令和2年度末 令和3年度末 令和4年度末 令和5年度9月末

ねんきんネット利用者数【累計】 約506万人 約578万人 約666万人 約770万人 約908万人 約963万人

マイナポータル認証連携者数
【累計】

- - 約7万人 約69.5万人 約216万人 約304万人

※１ 「ねんきんネット」のサービスは平成23年2月から開始し、利用者数の把握は平成30年度から開始。

※２ マイナポータルと「ねんきんネット」の連携は平成30年10月から開始し、認証連携者数の把握は令和２年10月から開始。

※３ 令和３年７月より、マイナポータルの認証連携改善（初回認証連携をスマートフォンからも行えるようにし、基礎年金番号の入力を不要とする）。
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年金手続のデジタル化の推進（各種申請手続、情報提供、決済手段）

紙による申請

日本年金機構から

紙で郵送

国民年金保険料の

納付書を窓口に持

参して支払い

マイナポータルからの電子申請が可能に
国民年金保険料免除申請、学生納付特例申請、国民年金第一号被保険者資格取得届（R4.5

～）

保険料控除証明書などを日本年金機構（ねんきんネット）

から利活用可能なデータ形式でマイナポータルに電子送付
国民年金保険料控除証明書（R4.10～）、年金給付に係る源泉徴収票（R5.1～）

オンライン事業所年金情報サービスにより、保険料や被保険

者の情報をデータ形式でe-Govに電子送付
保険料額情報、増減内訳書/算出内訳書、被保険者情報、決定通知書（R5.1～）

対象帳票はニーズを踏まえ順次拡大予定

（保険料納入告知額領収済額通知書（R6.1～(予定)）

納付書のバーコードをスマホで読み込みキャッシュレス納

付が可能に
現行の口座振替やクレジットカード納付に加えて、●●payによる決済を開始（R5.2～）

お知らせ文書から申請画面

に遷移し、そのまま電子申

請が可能となる。

必要な情報の入力も省略。

送付されたデータをe-TAX

に取り込むことにより、簡

単に確定申告が可能となる。

適用事業所は定期的かつ迅

速に情報を入手することが

可能となる。

いつでもどこでも保険料納

付が可能となり利便性が向

上、機会喪失の防止も見込

まれる。

保険料免除などの要件に該当する可能性がある場合は、日

本年金機構からプッシュ型でお知らせ文書をマイナポータ

ルに電子送付
国民年金保険料免除申請（R4.10～）、学生納付特例申請（R5.4～）、扶養親族等申告書

（R5.９～）、老齢年金請求書（R6.4～(予定)）

⚫これまで紙による申請や紙での郵送のみであった年金手続について、順次、デジタル化を進めている。(※)

⚫あわせて、国民年金保険料についてスマホアプリによりキャッシュレス納付できる環境整備に取り組んでいる。

申
請
手
続
の
電
子
化

郵
送
物
の
電
子
送
付

電
子
決
済

個
人

個
人

事
業
所

個
人

※事業所にかかる主要７届書（資格取得届等）における電子申請割合は64.6％（令和5年3月末）となり、令和元年度23.9%から40.7%上昇

マイナポータルを活用した電子申請の実施
法人設立OSS(R2.1～）、GビズID（無料）の活用（R2.4～）、特定の法人の電子申請

義務化（R2.4～）、社保税OSS（R2.11～）

事
業
所

マイナポータル経由の口座

振替手続の電子申請を可能

に（R6.3実施で調整中）

ねんきんネットを活用した納付書によらない納付方法の実現
（Payｰeasy支払い、ネットバンキング）（R6.1～(予定)）
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いっしょに検証！公的年金

○ 公的年金制度に対する疑問や不安を解消し、同時に公的年金制度への理解を深めるために、マンガを使ってわかり
やすく説明したコンテンツであり、厚生労働省のホームページにて平成26年５月より公開。

（https://www.mhlw.go.jp/nenkinkenshou/index.html）

○ 公的年金の仕組みや財政検証について、もっと詳しく知りたい人のために各話の最後に詳細な解説やデータを掲載。
また、世代別にポイントを解説するページを作成するなど、多くの人に読んでもらえるような工夫をするとともに、
年金教育を目的とした教材として使ってもらえるよう、マンガを活用したパンフレットも公開。

「いっしょに検証！公的年金」
QRコード
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G P I Fにおける年金広報

◆ 業務概況書で年金積立金の運用状況等を詳細に紹介（HPでも公開）
・年金財政における積立金の役割、運用実績、長期分散投資 等

◆ X（Twitter）でGPIFの取組みやファクトを原則毎営業日に発信（フォロワー数約6万人）
◆ 公式YouTubeで役職員が運用状況や業務等を解説する動画を配信（登録者数9820人）
・「植田CIOに聞いてみよう」シリーズ、「10分でわかるGPIF」シリーズ 等

◆ HPに特設サイトを設置し、GPIFの業務や役割をわかりやすく紹介
・「GPIFのお仕事紹介」「GPIFって、なに？」 等

【X (Twitter)】【HP】

※数値は全て10月末時点
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５ 私的年金の広報・見える化
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2021年4月1日

①私的年金の広報
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私的年金制度に関する広報の取り組み

48

• 私的年金制度の広報については、厚生労働省、国民年金基金連合会、企業年金連合会、運営管理機関、関係団体等が連携し、

普及・推進に向けた様々な取組みを実施している。

現在の取り組み

○ 私的年金制度の普及・推進を目的として、私的年金制度の概要や制度改正について厚生労働省ホームページに掲載。

制度周知のためのチラシも掲載しており、サイトから自由にダウンロード可能。

制度周知に関するウェブページ、チラシの作成、掲載



私的年金制度に関する広報の取り組み
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制度周知に関するチラシの作成

制度改正に関するチラシ

ＤＢを実施する事業主・基金
及び厚生年金基金の皆さまへ

企業型ＤＣを実施する
事業主・従業員の皆さまへ

iDeCo加入者・
加入検討中の皆さまへ

投資教育に関するチラシ

企業型ＤＣを実施する
事業主の皆さまへ



私的年金制度に関する広報の取り組み
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iDeCo公式サイト

○ 国民年金基金連合会において、iDeCoの理解促進、行動喚起

を促す「iDeCo公式サイト」を作成し、iDeCoの基礎から運営管

理機関の検索、マンガやアニメによるiDeCoの紹介など、様々

なコンテンツを掲載。

【マンガ・アニメで
わかるiDeCo】

【トップページ】

ポスター、パンフレット、導入ガイド等の作成

○ 金融機関や関係団体へ配布し、各金融機関主催のセミナー等で
積極的に活用。

○ iDeCoの普及・推進を目的として、パンフレット・チラシを作
成し、厚生労働省ホームページ・iDeCo公式サイトに掲載。
iDeCoの概要について、分かりやすく説明しており、サイトから
自由にダウンロード可能。

【iDeCo＋導入ガイド】

【iDeCoチラシ】【 iDeCoポスター】

【iDeCoパンフレット】
（全８ページ）

【iDeCoってなに？】 【iDeCoカンタン加入診断】

【運営管理機関一覧】



私的年金制度に関する広報の取り組み

51

○ 霞ヶ関資産形成セミナー（2023年６月16日）

主催：内閣府、金融庁、厚生労働省

霞ヶ関で勤務する全職員を対象に開催(文部科学省講堂)。

金融の専門家（FP）を講師に招き、幅広い視点から、

家計管理、金融商品の特性、新しいNISAやiDeCoの概要

等を説明。

申込者数(会場、オンライン計)：1,255名。

セミナーの開催

当日の様子

○ 普及・推進を目的として、厚生労働省公式Ｘ（旧Twitter）、

Facebookへ制度の概要について投稿。

厚生労働省公式SNSを利用した周知広報

Ｘ（旧Twitter）投稿 Facebook投稿



私的年金制度に関する広報の取り組み
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○ 税制優遇を絡めた長期・積立・分散投資を促す制度として、

国民の関心が高まっている「NISA」と「確定拠出年金」の制

度の内容と運用実務を内容とする講義動画を作成。

○ 金融広報中央委員会、金融庁、厚生労働省、日本証券業協

会、東京証券取引所、投資信託協会との共同制作。

金融広報中央委員会 eラーニング講座

「マネビタ」の動画公開（10/2）

○ iDeCoの制度周知を目的として、

政府広報オンラインへ記事を掲載した。

政府広報オンラインへの記事掲載

○ 私的年金制度の推進・普及を支援するため、関係団体や民

間団体が行うセミナーやフォーラム等の行事について後援名

義の使用を許可している。

厚生労働省名義の使用許可

○ 厚生労働省が後援名義の使用を許可した「日本DCフォー

ラム」にて、企業年金・個人年金課長による基調講演「DC制

度改正に向けた動向と論点」を行った。

○ iDeCo＋の制度周知を目的として、月刊社会保険へ記事を

掲載した。（2022年12月号、2023年７月号、11月号）

月刊社会保険への記事掲載



2021年4月1日

② iDeCo拠出限度額の見える化
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i D e C o拠出限度額についての周知・広報

〇 厚生労働省の確定拠出年金制度説明サイトやiDeCo公式サイトにおいて、iDeCo拠出限度額に関する説明ペー
ジを設けている。

＜厚生労働省の確定拠出年金制度説明サイト＞

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/nenkin/nenkin/kyoshutsu/taisho

usha.html

＜iDeCo公式サイト＞

現行制度のiDeCo限度額

https://www.ideco-koushiki.jp/start/

＜iDeCo公式サイト＞

2024年12月1日施行後のiDeCo限度額

https://www.ideco-koushiki.jp/library/2022kaisei/
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運営管理機関、D Bを実施する事業主・基金等の取り組み

〇 運営管理機関も厚生労働省が作成したチラシや各社の独自サービス等を用いて、加入者や加入希望者にiDeCo
拠出限度額に関して説明している。

〇 また、ＤＢを実施する事業主・基金及び厚生年金基金に、各実施事業所の事業主を通じて従業員に対する他制
度掛金相当額の周知を求めている。

＜iDeCo加入者・加入検討中の方向けチラシ＞

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/000884281.pdf

＜ＤＢを実施する事業主・基金及び厚生年金基金の皆さま向けチラシ＞

https://www.mhlw.go.jp/content/12500000/000824551.pdf
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〇 自身のiDeCo拠出限度額は、国民年金・厚生年金被保険者種別や他制度加入状況に応じて、自ら確認可能。

制度別の i D e C o拠出限度額の見える化の状況

種別
令和6年12月施行後の

iDeCo拠出限度額
（月額）

自身のiDeCo拠出限度額の確認方法

国民年金第1号
任意加入被保険者

6.8万－(国民年金基金
の掛金額又は国民年金
の付加保険料)

自身が納めている「国民年金基金の掛金額又は国民年金の付加保険料」を
踏まえて算出。

国
民
年
金
第
2
号
被
保
険
者

企業型DCのみ
5.5万円－企業型DC事
業主掛金額※

企業型記録関連運営管理機関（企業型ＲＫ）の加入者専用サイトでiDeCo
拠出可能見込額を確認。

企業型DC・DB等他
制度

5.5万円－(企業型DC
事業主掛金額＋他制度
掛金相当額)※

・2024年11月以前：
「DB規約等によって事業主が従業員に周知した他制度掛金相当額」と
「企業型RKの加入者専用サイトで確認した企業型DC事業主掛金額」を
踏まえて算出。
・2024年12月以降：
企業型ＲＫの加入者専用サイトでiDeCo拠出可能見込額を確認。

DB等他制度のみ
5.5万円－他制度掛金
相当額（公務員の場合
は共済掛金相当額）※

・厚生年金第1号、4号被保険者：
「DB規約等によって事業主が従業員に周知した他制度掛金相当額」を
踏まえて算出。

・厚生年金第2、3号被保険者：
今後告示される共済掛金相当額を用いて算出。

企業型DC・DB等他
制度無し

2.3万 一律2.3万円

国民年金第3号被保険者 2.3万 一律2.3万円

※iDeCoの拠出限度額の上限は2万円



〇 企業型RK（全4社）の加入者専用サイトで、2022年10月施行法令に基づくiDeCoの拠出可能見込額が確認可能。
2024年12月以降は、2024年12月1日施行法令に基づくiDeCoの拠出可能見込額が確認可能となる。

R Kのサイトにおける拠出可能見込額の表示

57

日本レコード・キーピング・

ネットワーク株式会社（NRK）

損保ジャパンDC証券株式会社日本インベスター・ソリューション・ア

ンド・テクノロジー株式会社（JIS&T）

ＳＢＩベネフィット・システムズ

株式会社



2021年4月1日

③年金資産及び給付見込み額の見える化
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〇 各制度の見える化の状況は以下の通りであり、制度毎の年金資産額・給付額を確認することは可能。

〇 公的／私的を合わせた年金資産額・給付額は金融機関やフィンテック企業等により、提供されている例がある。

（公的機関にて各種情報を紐付けて管理する施策は、セキュリティ面や国民感情を踏まえると課題が多い）

制度 根拠法令 資産額・給付額の見える化の状況

確定拠出年金
（企業型DC、iDeCo）

確定拠出年金法 第27条

・年１回以上、加入者に個人別管理資産額が通知されている。

・RKの加入者専用サイトに現在の個人別管理資産が表示されている。

・運営管理機関によっては、加入者専用サイト等にて、将来の給付見
込額のシミュレーション機能が提供されている例もある。

確定給付企業年金
確定給付企業年金法 第73条
施行規則第87条第１項第１号

・年1回以上、給付の種類ごとの標準的な給付の額及び給付の設計が加
入者に周知されている。

・企業によっては、企業のイントラネット等で基準年月日における仮
想個人勘定残高が表示されている例もある。

国民年金基金 －

・年1回、「社会保険料控除証明書」と共に通知される「掛金納付結果
通知書」に受取予定年金額が表示されている。

・加入勧奨の観点から、加入検討者に対しては、国民年金基金のホー
ムページにて、現時点で加入した場合の掛金額や年金額等のシミュ
レーションが提供されている。

各制度の見える化の状況



確定拠出年金の見える化の状況
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〇 年に１回以上、個人別管理資産額が通知される他、運営管理機関の加入者専用ページで常時確認が可能。



i D e C oの見える化の状況
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○iDeCo公式サイトにて、年収、加入開始年齢、掛金を入力すると、積立総額と税額軽減額を表示するシミュレーション

機能を提供している。

iDeCo公式サイト かんたん税制優遇シミュレーション

https://www.ideco-koushiki.jp/simulation/



確定給付企業年金の見える化の状況
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○ 企業年金や退職金を個人別に通知している例もある。

第9回企業年金・個人年金部会
令和元年11月8日 参考資料1から抜粋



国民年金基金の見える化の状況
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加入を検討している者に向けたサービス

国民年金基金年金額シミュレーションサイト

https://www.npfa.or.jp/check/simulator.html

加入者に向けた周知

「掛金納付結果通知書」

○ 年に一度通知される「掛金納付結果通知書」に、受取予定年金額が表示されている。

○ 加入勧奨の観点から、加入検討者に対しては、国民年金基金のホームページにて、現時点で加入した場合の掛金や年金
額等のシミュレーション機能を提供している。

（出典）全国国民年金基金ホームページ

https://www.zenkoku-kikin.or.jp/increase/#increse-pdf-4



６ 諸外国における年金広報
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諸外国の年金広報のあり方（E Uにおける年金広報の方向性）

65

欧州保険年金監督機構（EIOPA）は欧州委員会（EC)に対して、EU領域全域における年金ダッシュボードを開発する
ことを推奨している。

【欧州におけるペンションダッシュボード構築の目的】

○国民がすべての年金財源から予測される退職後の所得を理解し、退職後の所得が十分かどうかについて意識を
高める必要がある。

【欧州におけるペンションダッシュボードの構築に向けた検討】

〇欧州保険年金監督機構（EIOPA）は欧州委員会（EC)に対して、欧州委員会が3年に一度発行する高齢化、
年金適正化、財政持続可能性報告書の指標と、民間が提供する職業年金および個人年金に関する指標を組み合わ
せたEU領域全域の年金ダッシュボードを開発することを推奨している。

【出典】Technical advice on the development of pension dashboards and the collection of pensions data (2021) EIOPA

(Best practices and performance of  auto-enrolment  mechanisms for pension savings (2021) EIOPA 

等に基づき、厚生労働省が作成。



E U加盟国及びイギリスにおける年金ダッシュボードの構築状況

66

イギリス フランス ドイツ スウェーデン デンマーク

担当組織

Money

& 

Pension Service
(政府出資組織)

Union Retratie
(政府出資組織)

ZfDR
(政府出資組織)

minPension
(政府民間共同出資)

F&P - Insurance & 

Pension Denmark
（民間非営利団体）

根拠法令
Pension 

Schemes Act 
2021年

portant réforme 

des retraites
2003年

Gesetz Digitale

Rentenübersic
2021年

国と民間組織との
コンソーシアム

契約

Insurance & Pension 

Denmark
への加盟契約

運営経費 官民共同出資
Union Retratieに
加盟する年金団
体による出資

官民共同出資 官民共同出資 民間出資

構築状況 開発中 サービス提供中 試験運用中 サービス提供中 サービス提供中

表示範囲
公的年金
私的年金

公的年金
私的年金

（私的年金は契約状況の
表示のみ）

公的年金
私的年金

公的年金
私的年金

公的年金
私的年金

将来推計のた
めの経済前提
の規制

○
FRC(英国財務報告評議会)

による規制

× ×

○
スウェーデン年金庁による規制
（一般的要因、インフレ、経済成
長、積立蓄期間中の資本利回り
投資収益に対する課税表示等）

○
業界団体における自主規制

（様々な資産等級の期待収益、
予想変動率、投資費用等）

【出典】各年金ダッシュボード運営組織のウェブサイト等に基づき厚生労働省が作成。



イギリスにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み①
～イギリスにおける広報を担う組織体制～

67

マネー・ヘルパー・ペンションは、あらゆる年齢層の人々に、お金や年金
に関する無料で公平なガイダンスを提供している。ヘルプライン（相談窓
口）で問い合わせに応じるほか、ウェブサイト上でヘルプやサポート、
ツールを提供している。

ペンションワイズは、50歳以上の国民を対象に確定拠出年金の受給方法に
ついて、ガイダンスを提供している。
ガイダンスでは、年金の専門家が、受給方法についてどのような利点があ
るか、受給方法に応じた課税についての説明をうけることができる。

マネー・アンド・ペンション・サービス（MaPS）は、マネー・アドバイス・
サービス、ペンション・アドバイザリー・サービス、ペンション・ワイズが
統合された組織であり、国民に無料で、公平なファイナンシャルアドバイス
を提供している。Financial Guidance and Claims Act 2018（金融ガイダン
スと請求に関する法律）。

【出典】Guidance: current approach to delivery （２０２３）イギリス雇用年金省

【組織】

【サービス内容】



イギリスにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み②
～M a P Sが提供するM o n e y  H e l p e r  サービスの概要～

68
【出典】 Money Helper （２０２３） Money and Pensions Service

MaPSが運営するMoney Helperは、年金、働き方、住宅、家族の介護などファイナンシャルプランニングをするための多
岐にわたる情報を、個別に提供するのではなく、集約し一体的に情報提供するサービスである。
国民はホーページを通じた周知・広報に加え、オンラインや電話等を通じて公平なガイダンスを無料で受けることができる。



イギリスにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み③

69【出典】 Midlife MOT （２０２３） GOV.UK

イギリス雇用年金省が運営するMid-life MOTは、40代と50代の労働者を対象とした特設サイトである
この特設サイトは財務、スキル、健康状態を把握し、退職後の準備を改善し、経済的回復力を高めることを目的としており、
特設サイトを中心として雇用年金省のジョブセンターを通じてサービスが提供される。
雇用年金省のジョブセンターでは、スタッフが高齢の求職者と退職後の計画を検討し、雇用の課題を解決する方法を検討
するだけでなく、求職者の収入と貯蓄を高める方法を検討するサービスが提供される。



フランスにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み
～フランス版 ペンションダッシュボードのイメージ～

70

フランスではUnion Retraiteが提供する年金ダッシュボードでは、被保険者が加入する様々な公的年金制度で記録され

たキャリア情報に基づいて公的年金額を試算することができる。※私的年金は契約状況の表示のみとなっている。

個々人の状況に応じた試算

各年齢ごとの公的年金受給額の詳細

【出典】INFO RETRAITE（２０２３）



ドイツにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み
～ドイツ版 年金ダッシュボードのイメージ～

71【出典】Die Digitale Rentenübersicht (2023.10) Deutsche Rentenversicherung

【終身年金】 【有期年金】 【一時金】

ドイツでは年金保険組合（DRV)に設置されたデジタル年金概要中央事務所（ZfDR）が2023年6月から公的年金、企業

年金、個人年金について一元的に表示することが可能なダッシュボードの構築が進められ、現在、一般国民に向けて

試験運用を開始している。



スウェーデンにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み①
～スウェーデン版 年金ダッシュボードのイメージ～
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＜公的年金、職域年金を合算した試算結果＞ ＜各年金ごとの受給開始年齢の選択画面＞

【出典】minPension （２０２３）minPension i Sverige AB

スウェーデンのminPensionが提供する年金ダッシュボードでは、公的年金、職域年金を一体的に表示可能なサービス

が提供されており、年金毎に受給開始年齢を選択肢、将来の年金受給見込み額を表示することができる。



スウェーデンにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み②
～スウェーデンにおける年金教育教材～

73【出典】Gilla din ekonomi - kunskap（２０２３）The Swedish National Network on Financial Education

スウェーデンでは、 政府と民間組織の両方が、消費者が自分の家計について決定を下すためのより良い準備を確実にす
ることに関心を共有するため、The Swedish National Network on Financial Educationを運営している。この
ネットワークには市民の個人的な金融知識と意識を強化および向上させることを目的とし商業的影響のない金融経済教
育を運営しており、年金教育も実施されている。このコンテンツでは、経済的脆弱性を持つ人々をサポートする専門家のた
めのコンテンツ、年金受給を計画している高齢者向けのコンテンツ、大学生のための年金教育に関するコンテンツが提供さ
れている。



デンマークにおける年金広報・金融経済教育・年金教育の取り組み
～デンマーク版 年金ダッシュボードのイメージ～
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＜公的年金、職域年金、私的年金を合算した試算画面＞ ＜遺族年金、障害年金シミュレーター＞

【出典】Pensioninfo（２０２３）

デンマークのPensionInfoが提供する年金ダッシュボードでは、スウェーデンのダッシュボードと同様に公的年金、職

域年金、企業年金を一体的に表示可能なサービスが提供されており、年金毎に受給開始年齢を選択肢、将来の年金受

給見込み額を表示することができる。



（参考）アメリカにおける金融経済教育・年金教育の取り組み

75【出典】アメリカ cfpb (2023)

アメリカ消費者金融保護局では、退職後の将来に備えることを支援するため、消費者教育の枠組みにおいて年金受給額の
概算に加えて、年金受給の際に考慮すべきことを周知広報している。



７ 我が国の年金広報に対する国際評価

76



ISSA Good Prac t i ce  Awardにおける年金広報活動の受賞について

2020年に実施した年金広報活動について、国際社会保障協会(ISSA)が開催する「ISSA Good Practice Award 

competition for Asia and the Pacific」で日本で初めて特別優秀賞（Certificates of Merit with Special Mention）を

受賞し、本年2月23日に「ISSA Virtual Social Security Forum for Asia and the Pacific」において講演を実施した。

賞状 Virtual Social Security Forum for Asia and the Pacific における講演
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受賞の対象となった広報活動について

今回のコンテスト応募及びフォーラムにおける講演では「年金広報検討会」の紹介や、「年金ポータル」「社会保険

適用拡大特設サイト」、学生との対話集会の実施、「QuizKnock」との年金クイズ動画、学研との学習漫画を使った

周知の取り組みなどを紹介し、これらの取り組みが国際的に評価された。

年金広報コンテンツ学生対話集会活動

■ 学生対話集会活動

■ インフォグラフィクスを活用した年金教育教材

１

私の年金
みんなの年金

２

老齢年金

46,000

View!

■ 年金クイズ動画

遺族年金障害年金

■ 年金学習マンガ

750,000 

View!
22,000

Likes !
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８ 年金部会及び企業年金個人年金部会における

「議論の状況」

79
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（年金制度の意義に関する周知、広報）
• 平均寿命が伸長しており、今の若い世代は人生が長くなるため、年金に関する知識を十分に提供する必要がある。
• 公的年金の意義や役割、保険料、給付の種類なども含めて、正確な基礎知識をたくさんの人に持ってもらえるように発

信しなければいけない。子供の頃から生涯を通じた年金教育の取組を進める必要がある。
• 経済実態や人口動態、家族の在り方といった下部構造に整合的な上部構造としての年金制度をつくる中で、今後、下部

構造がインフレ的な状態に変わっていく場合には、賦課方式の年金制度は安心の源になり得る。

（ライフプランと年金広報）
• 共働き世帯や単身世帯などが増加している現状に合わせて、もっとリアルな年金の給付水準を知る目安として、多様な

ライフスタイルを想定したパターンを提示する形で広報、政策決定を判断していくことが必要なのではないか。
• 生涯を通じて、自分の公的年金・私的年金をどう形成し、どのように取り崩していくのか、いつまで働いていくのかとい

うことについて、多くの国民に分かりやすく伝える方法、より分かりやすく理解できる仕組みを検討すべきではないか。
• 現在の現役世代は、より多くの女性が厚生年金に加入し、男性も加入期間が延びていく見通しであることから、若い世

代に対しては、厚生年金に加入し、より長い期間働くことで、自分たちの年金を増やしていけるという見通しをしっかり
と示していく必要がある。

• 年金は本来、心理的・社会的にセーフティネットとして機能すべきものであるが、若者には年金に対する漠然とした不安
がある。将来のことは自己責任だと思い、年金制度に関心を持っていない若者に向けて、将来どういう働き方をしたら
年金額をいくらもらうのか、具体的な数字で示すことで、自分のライフステージを描きやすくなるのではないか。

• 年金ならではの価値も含めて広報していくと、例えば繰り下げ受給に関しても、またその利用が変わってくるのではな
いか。いつ死ぬか分からないから早くもらうというのではなくて、今をどのように生きて、未来をどのように保障する
のかという視点で考えられるような広報も検討すべきではないか。

• 企業年金は金融経済教育推進機構の中にかなり包摂されるような流れになっているのではないか。お金というのは全
部一つのものとしてまとめて教えてあげないと、生きるための知恵として、あるいはスキルとしてなかなか定着しない
と感じる。金融サイドから老後に向けた資産形成に割とフォーカスを置いた教育の試みが強まっていく中で、この流れ
に社会保険・社会保障の側もうまく乗るのが一つの方法ではないか。

年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見①



年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見②
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（年金教育）
• 公的年金の意義や役割、保険料、給付の種類なども含めて、正確な基礎知識をたくさんの人に持ってもらえるように発

信しなければいけない。子供の頃から生涯を通じた年金教育の取組を進める必要がある。
• 社会保障の理解を深める主権者教育や自分の資産形成やライフプランを考える金融教育など、より具体的な数字が理解

できる教育をすすめる必要がある。
• 生涯を通じた年金教育の取組に新入社員や社会人の若手社員の取組をツールやコンテンツなどで加えていただきたい。

確定拠出年金の企業型を導入している会社では、公的年金制度に触れる時間は投資教育の中にあまりないと思われる
ので、公的年金の意義や役割、こういう給付があるということを年金・社会保険含めて確認してもらう機会は必要である。

• 年金制度も今の子どもたちにも当然、将来関わるものである。子どもや若者も年金制度に関する議論に参加するような
場をつくる必要があるのではないか、政府の広報の資料や教科書などを見てもらって、どういうところが具体的に分か
らないのか、意見をもらうような機会があると良いのではないか。

（被用者保険適用拡大広報）
• 被用者保険に加入することの意義をしっかりと伝えていく必要がある。
• 予言の自己実現によって人々が就業調整をしている状況をなくす必要があるという方向で全世代型社会保障構築会議

はまとめられていて、被用者保険に加入することの意義をしっかりと伝えていく広報の重要性を強調している。
• 就業調整による年金額への影響について、年金を受給する場面になって気づいても遅いため、年金制度を正しく理解す

るための周知啓発をさらに強化すべきではないか。
• 適用拡大に関する年金広報の取組みについて、好事例の収集とか、検討会を通しての広報コンテンツの作成、継続的な

広報、啓発活動の展開といったものを行っていく必要がある。
• 広報・周知を進める上で、データを上手に利用し自ら情報を知ることができることも重要な要素ではないか。そのことを

通じて制度への誤解が解けたり、あるいは本来不要な就労調整について気づきを経て就労調整の行動が変わってくる
など人々の行動変容につながったりすることも可能性としてはあるのではないか。

• 日本年金機構や厚生労働省の様々な広報について個々の国民に対するものだけではなくて、事業主にも使ってもらう、
事業主と労働者の対話の材料になるためのプラットフォームを提供するものというコンセプトを持つべきではないか。

• ３号という選択がライフプランニング上のリスクを伴うこともあるのだという理解も浸透してほしい。
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（公的年金と私的年金の連携）
• 生涯を通じて、自分の公的年金・私的年金をどう形成し、どのように取り崩していき、いつまで働いていくのかにつ

いて、多くの国民に分かりやすく伝える方法を検討すべきではないか。【再掲】
• 生涯を通じた年金教育の取組に新入社員や社会人の若手社員の取組をツールやコンテンツなどで加えていただき

たい。確定拠出年金の企業型を導入している会社では、公的年金制度に触れる時間は投資教育の中にあまりない
と思われるので、公的年金の意義や役割、こういう給付があるということを年金・社会保険含めて確認してもらう
機会は必要である。【再掲】

（デジタル技術の活用）
• 広報・周知を進める上で、データを上手に利用し自ら情報を知ることができることも重要な要素ではないか。その

ことを通じて制度への誤解が解けたり、あるいは本来不要な就労調整について気づきを経て就労調整の行動が変
わってくるなど人々の行動変容につながったりすることも可能性としてはある。

（障害年金と広報）
• 障害がある人や世帯の生計を支えている人を亡くした人も保障を受けられるという年金制度の仕組みを知ってい

る人は約半数であり、受給すべき人が確実に受給できるよう、例えば、精神障害を有する方への対応なども含め、
引き続き、日本年金機構と連携した周知活動の強化が必要。

• 障害年金については、非常に込み入った制度になっている部分があるが、国民の皆様に何らかの安心感を提供で
きるような取り組みが必要ではないか。

年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見③



企業年金・個人年金部会における年金広報・年金教育に関する主なご意見
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（公的年金・私的年金の連携）
• 公的年金と相まって、私的年金が活用されていくことが重要であり、以下の点について公的年金・私的年金の連携が必要

ではないか。①公的年金及び勤務先の退職金によってどの程度老後の所得が確保できるか、②自分で何か備えようと
思ったときに、どんな制度とか手段があるのか、③実際それを利用しようと思ったときに利用する上で必要な情報を適
切に提供することが老後不安の解消のために必要ではないか。

（公的／私的を合わせた制度周知・個人の年金状況の見える化）
• 国民年金や企業年金について制度の周知を図るとともに、個人が自身の必要な情報にアクセスしやすいよう、取組を進

めてはどうか。
• 資産形成手段について個々人の現在の状況を「見える化」する仕組み（年金ダッシュボード等）の検討についても議論が必

要である。
• iDeCoの資格区分や限度額区分の簡素化については、公平性とトレードオフの関係にある。自身に必要な情報にアクセ

スしやすいようにする取組を同時に推し進める必要がある。例えばマイナポータルへの情報集約により、資格区分や限度
額が一目で分かるような仕組みを検討しても良いのではないか。

• 公的年金と相まって国民の老後所得を確保していく趣旨の仕組みである上、公的年金での取組はかなり進んできている
状況。そのため、既にできているプラットフォーム、これからできる企業年金プラットフォームも含めて、公共性の高い機
関でつくられるものを、ユニバーサルに、国民が使いやすい形にしていく方法が望ましいのではないか。

（年金教育）
• 私的年金とか企業年金についても公的年金と一体の形で周知広報に力を入れていったらどうか。


